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○尼崎市介護保険法に基づく指定居宅サービスの事業の人

員、設備及び運営の基準等を定める条例施行規則 

平成２５年３月２９日 

規則第４１号 

 改正 平成２７年３月３１日規則第２２号 平成２８年３月３０日規則第１６号

 平成２８年１０月３１日規則第６１号  平成３０年１０月３１日規則  号

（この規則の趣旨） 

第１条 この規則は、尼崎市介護保険法に基づく指定居宅サービスの事業の人員、設備及び運営の基

準等を定める条例（平成２４年尼崎市条例第５２号。第１９条の表を除き、以下「条例」という。）

第３条第１項、第５項、第６項、第９項及び第１１項、第４条第３項、第５条、第６条第２項、第

１０条第１項及び第２項、第１３条第２項、第１４条第２項、第１５条第２項、第１８条並びに第

２０条第４項の規定に基づき、条例の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（条例第３条第１項の規則で定めるもの） 

第２条 条例第３条第１項の規則で定めるものは、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営

に関する基準（平成１１年厚生省令第３７号。以下この条から第５条まで及び第６条第２項におい

て「省令」という。）第３９条第２項（省令第３９条の３及び第４３条において準用する場合を含

む。）、第５３条の２第２項（省令第５８条において準用する場合を含む。）、第７３条の２第２

項、第８２条の２第２項、第９０条の２第２項、第１０４条の３第２項（省令第１０５条の３及び

第１０９条において準用する場合を含む。）、第１１８条の２第２項、第１３９条の２第２項（省

令第１４０条の１３、第１４０条の１５及び第１４０条の３２において準用する場合を含む。）、

第１５４条の２第２項（省令第１５５条の１２において準用する場合を含む。）、第１９１条の３

第２項、第１９２条の１１第２項、第２０４条の２第２項（省令第２０６条において準用する場合

を含む。）及び第２１５条第２項の規定とする。 

（条例第３条第５項の規則で定めるもの） 

第３条 条例第３条第５項の規則で定めるものは、省令第２２条第２項（省令第３９条の３及び第４

３条において準用する場合を含む。）、第４９条第２項（省令第５８条において準用する場合を含

む。）、第６７条第２項、第７９条第２項、第８８条第２項、第９７条第２項（省令第１０５条の

３及び第１０９条において準用する場合を含む。）、第１１３条第２項、第１２８条第６項（省令

第１４０条の１５及び第１４０条の３２において準用する場合を含む。）、第１４０条の７第８項、

第１４６条第６項、第１５５条の６第８項、第１８３条第６項（省令第１９２条の１２において準

用する場合を含む。）及び第１９８条第３項（省令第２０６条及び第２１６条において準用する場

合を含む。）の規定とする。 

（条例第３条第６項の規則で定めるもの） 
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第４条 条例第３条第６項の規則で定めるものは、省令第３０条第３項（省令第３９条の３、第４３

条、第５４条、第５８条、第７４条、第８３条及び第９１条において準用する場合を含む。）、第

１０１条第３項（省令第１０５条の３、第１０９条、第１１９条、第１４０条、第１４０条の１５、

第１４０条の３２及び第１５５条において準用する場合を含む。）、第１４０条の１１の２第４項、

第１５５条の１０の２第４項、第１９０条第４項（省令第１９２条の１２において準用する場合を

含む。）及び第２０１条（省令第２０６条及び第２１６条において準用する場合を含む。）の規定

とする。 

（条例第３条第９項の規則で定める事業） 

第５条 条例第３条第９項の規則で定める事業は、省令第９２条に規定する指定通所介護の事業、省

令第１０５条の２に規定する共生型通所介護の事業、省令第１０６条第１項に規定する基準該当通

所介護の事業、省令第１１０条に規定する指定通所リハビリテーションの事業、省令第１２０条に

規定する指定短期入所生活介護の事業、第１４０条の１４に規定する共生型短期入所生活介護の事

業、省令第１４０条の２６に規定する基準該当短期入所生活介護の事業、省令第１４１条に規定す

る指定短期入所療養介護の事業及び省令第１７４条第１項に規定する指定特定施設入居者生活介

護（以下「指定特定施設入居者生活介護」という。）の事業とする。 

（条例第３条第１１項の規則で定める事業及び計画） 

第６条 条例第３条第１１項の規則で定める事業は、指定特定施設入居者生活介護の事業とする。 

２ 条例第３条第１１項の規則で定める計画は、省令第１７４条第１項に規定する特定施設サービス

計画とする。 

（指定居宅介護支援の事業及び基準該当居宅介護支援の事業に関する条例の規定の技術的読替え） 

第７条 条例第４条第３項の規定による条例の規定の準用についての技術的読替えは、次表のとおり

とする。 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

第3条第3項 指定居宅サービス事業者及びそ

の指定居宅サービスの事業を行

う事業所の管理者並びに基準該

当居宅サービス 

指定居宅介護支援事業者及びその指定居

宅介護支援事業を行う事業所の管理者並

びに基準該当居宅介護支援 

第3条第4項 指定居宅サービスの事業を行う

事業所及び基準該当居宅サービ

スの事業を行う事業所（以下「指

定居宅サービス事業所等 

指定居宅介護支援事業を行う事業所及び

基準該当居宅介護支援の事業を行う事業

所（以下「指定居宅介護支援事業所等 

第3条第5項 指定居宅サービス事業者等 指定居宅介護支援事業者及び基準該当居

宅介護支援事業を行う者（以下「指定居

宅介護支援事業者等」という。） 
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省令の規定（規則で定めるもの

に限る。） 

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運

営に関する基準（平成11年厚生省令第38

号。以下「指定居宅介護支援等事業省令」

という。）第12条第2項（指定居宅介護支

援等事業省令第30条において準用する場

合を含む。）の規定 

第3条第6項 指定居宅サービス事業者等 指定居宅介護支援事業者等 

省令の規定（規則で定めるもの

に限る 

指定居宅介護支援等事業省令第19条第3

項（指定居宅介護支援等事業省令第30条

において準用する場合を含む 

指定居宅サービス事業所等 指定居宅介護支援事業所等 

第3条第7項 指定居宅サービス事業所等 指定居宅介護支援事業所等 

第3条第8項 指定居宅サービス事業者等 指定居宅介護支援事業者等 

第3条第8項第2号及び第3

号 

指定居宅サービス事業所等 指定居宅介護支援事業所等 

（条例第５条第１項の規則で定めるもの） 

第８条 条例第５条第１項の規則で定めるものは、指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び

運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平

成１８年厚生労働省令第３５号。以下この条及び次条において「省令」という。）第５４条第２項

（省令第６１条において準用する場合を含む。）、第７３条第２項、第８３条第２項、第９２条第

２項、第１２２条第２項、第１４１条第２項（省令第１５９条、第１６６条及び第１８５条におい

て準用する場合を含む。）、第１９４条第２項（省令第２１０条において準用する場合を含む。）、

第２４４条第２項、第２６１条第２項、第２７５条第２項（省令第２８０条において準用する場合

を含む。）及び第２８８条第２項の規定とする。 

（条例第５条第２項の規則で定める事業） 

第９条 条例第５条第２項の規則で定める事業は、省令第１１６条に規定する指定介護予防通所リハ

ビリテーションの事業、省令第１２８条に規定する指定介護予防短期入所生活介護の事業、省令第

１６５条に規定する共生型介護予防短期入所生活介護の事業、省令第１７９条に規定する基準該当

介護予防短期入所生活介護の事業、省令第１８６条に規定する指定介護予防短期入所療養介護の事

業及び省令第２３０条第１項に規定する指定介護予防特定施設入居者生活介護の事業とする。 

（指定介護予防サービスの事業及び基準該当介護予防サービスの事業に関する条例の規定の技術

的読替え） 

第１０条 条例第５条第２項の規定による条例の規定の準用についての技術的読替えは、次表のとお

りとする。 
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読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

第3条第2項 指定居宅サービス事業者及

び基準該当居宅サービスの

事業を行う者（以下「指定

居宅サービス事業者等 

指定介護予防サービス事業者及び基準該当介

護予防サービスの事業を行う者（以下「指定

介護予防サービス事業者等 

第3条第3項 指定居宅サービス事業者及

びその指定居宅サービスの

事業を行う事業所の管理者

並びに基準該当居宅サービ

ス 

指定介護予防サービス事業者及びその指定介

護予防サービスの事業を行う事業所の管理者

並びに基準該当介護予防サービス 

第3条第4項 指定居宅サービスの事業を

行う事業所及び基準該当居

宅サービスの事業を行う事

業所（以下「指定居宅サー

ビス事業所等 

指定介護予防サービスの事業を行う事業所及

び基準該当介護予防サービスの事業を行う事

業所（以下「指定介護予防サービス事業所等 

第3条第5項 指定居宅サービス事業者等 指定介護予防サービス事業者等 

省令の規定（規則で定める

ものに限る。） 

指定介護予防サービス等の事業の人員、設備

及び運営並びに指定介護予防サービス等に係

る介護予防のための効果的な支援の方法に関

する基準（平成18年厚生労働省令第35号。以

下「指定介護予防サービス等事業省令」とい

う。）第56条第2項（指定介護予防サービス等

事業省令第61条において準用する場合を含

む。）、第75条第2項、第85条第2項、第94条

第2項、第124条第2項、第143条第2項（指定介

護予防サービス等事業省令第164条、第166条

及び第185条において準用する場合を含む。）、

第196条第2項（指定介護予防サービス等事業

省令第215条において準用する場合を含む。）、

第246条第2項（指定介護予防サービス等事業

省令第264条において準用する場合を含む。）、

第277条第2項（指定介護予防サービス等事業

省令第280条において準用する場合を含む。）

及び第290条第2項の規定 
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第3条第6項 指定居宅サービス事業者等 指定介護予防サービス事業者等 

省令の規定（規則で定める

ものに限る 

指定介護予防サービス等事業省令第53条の2

第3項（指定介護予防サービス等事業省令第61

条、第74条、第84条及び第93条において準用

する場合を含む。）、第120条の2第3項（指定

介護予防サービス等事業省令第142条、第166

条、第185条及び第195条において準用する場

合を含む。）、第157条第4項、第208条第4項、

第241条第4項（指定介護予防サービス等事業

省令第262条において準用する場合を含む。）

及び第271条（指定介護予防サービス等事業省

令第280条及び第289条において準用する場合

を含む 

指定居宅サービス事業所等 指定介護予防サービス事業所等 

第3条第7項 指定居宅サービス事業所等 指定介護予防サービス事業所等 

第3条第8項 指定居宅サービス事業者等 指定介護予防サービス事業者等 

第3条第8項第2号及び第3

号 

指定居宅サービス事業所等 指定介護予防サービス事業所等 

第3条第9項 指定居宅サービス事業者等

（規則で定める 

指定介護予防サービス事業者等（指定介護予

防サービス等事業省令第116条に規定する指

定介護予防通所リハビリテーションの事業、

指定介護予防サービス等事業省令第128条に

規定する指定介護予防短期入所生活介護の事

業、指定介護予防サービス等事業省令第165条

に規定する共生型介護予防短期入所生活介護

の事業、指定介護予防サービス等事業省令第

179条に規定する基準該当介護予防短期入所

生活介護の事業、指定介護予防サービス等事

業省令第186条に規定する指定介護予防短期

入所療養介護の事業又は指定介護予防サービ

ス等事業省令第230条第1項に規定する指定介

護予防特定施設入居者生活介護（以下「指定

介護予防特定施設入居者生活介護」という。）

の 
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特定指定居宅サービス事業

者等 

特定指定介護予防サービス事業者等 

第3条第10項 特定指定居宅サービス事業

者等 

特定指定介護予防サービス事業者等 

第3条第11項 特定指定居宅サービス事業

者等 

特定指定介護予防サービス事業者等 

省令第16条に規定する居宅

サービス計画（規則で定め

る 

指定介護予防サービス等事業省令第49条の10

に規定する介護予防サービス計画（指定介護

予防特定施設入居者生活介護の 

規則で定める計画 指定介護予防サービス等事業省令第230条第1

項に規定する介護予防特定施設サービス計画 

居宅サービス（ 介護予防サービス（ 

第3条第12項及び第13項 特定指定居宅サービス事業

者等 

特定指定介護予防サービス事業者等 

（指定介護予防支援の事業及び基準該当介護予防支援の事業に関する条例の規定の技術的読替え） 

第１１条 条例第６条第２項の規定による条例の規定の準用についての技術的読替えは、次表のとお

りとする。 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

第3条第3項 指定居宅サービス事業者及びそ

の指定居宅サービスの事業を行

う事業所の管理者並びに基準該

当居宅サービス 

指定介護予防支援事業者及びその指定介

護予防支援の事業を行う事業所の管理者

並びに基準該当介護予防支援 

第3条第4項 指定居宅サービスの事業を行う

事業所及び基準該当居宅サービ

スの事業を行う事業所（以下「指

定居宅サービス事業所等 

指定介護予防支援の事業を行う事業所及

び基準該当介護予防支援の事業を行う事

業所（以下「指定介護予防支援事業所等 

第3条第5項 指定居宅サービス事業者等 指定介護予防支援事業者及び基準該当介

護予防支援の事業を行う者（以下「指定

介護予防支援事業者等」という。） 

省令の規定（規則で定めるもの

に限る。） 

指定介護予防支援等の事業の人員及び運

営並びに指定介護予防支援等に係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関す

る基準（平成18年厚生労働省令第37号。

以下「指定介護予防支援等事業省令」と
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いう。）第29条第3項（指定介護予防支援

等事業省令第32条において準用する場合

を含む。）の規定 

第3条第6項 指定居宅サービス事業者等 指定介護予防支援事業者等 

省令の規定（規則で定めるもの

に限る 

指定介護予防支援等事業省令第18条第3

項（指定介護予防支援等事業省令第32条

において準用する場合を含む 

指定居宅サービス事業所等 指定介護予防支援事業所等 

第3条第7項 指定居宅サービス事業所等 指定介護予防支援事業所等 

第3条第8項 指定居宅サービス事業者等 指定介護予防支援事業者等 

第3条第8項第2号及び第3

号 

指定居宅サービス事業所等 指定介護予防支援事業所等 

第4条第2項 介護支援専門員（省令第2条第1

項に規定する介護支援専門員 

担当職員（指定介護予防支援等事業省令

第2条に規定する担当職員 

省令第13条第8号（同条第15号及

び省令第30条 

指定介護予防支援等事業省令第30条第8

号（同条第17号及び指定介護予防支援等

事業省令第32条 

居宅サービス計画 介護予防サービス計画 

（条例第１０条第１項の規則で定めるもの） 

第１２条 条例第１０条第１項の規則で定めるものは、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備

及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３４号。以下この条及び次条において「省令」

という。）第３条の４０第２項、第１７条第２項、第３６条第２項（省令第３７条の３において準

用する場合を含む。）、第４０条の１５第２項、第６０条第２項、第８７条第２項、第１０７条第

２項、第１２８条第２項、第１５６条第２項（省令第１６９条において準用する場合を含む。）及

び第１８１条第２項の規定とする。 

（条例第１０条第２項の規則で定める事業） 

第１３条 条例第１０条第２項の規則で定める事業は、省令第１９条に規定する指定地域密着型通所

介護の事業、省令第３７条の２に規定する共生型地域密着型通所介護の事業、省令第４１条に規定

する指定認知症対応型通所介護の事業、省令第６２条に規定する指定小規模多機能型居宅介護の事

業、省令第８９条に規定する指定認知症対応型共同生活介護の事業、省令第１０９条第１項に規定

する指定地域密着型特定施設入居者生活介護の事業、省令第１３０条第１項に規定する指定地域密

着型介護老人福祉施設入所者生活介護の事業及び省令第１７０条に規定する指定看護小規模多機

能型居宅介護の事業とする。 

（指定地域密着型サービスの事業に関する条例の規定の技術的読替え） 
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第１４条 条例第１０条第２項の規定による条例の規定の準用についての技術的読替えは、次表のと

おりとする。 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

第3条第2項 指定居宅サービス事業者及

び基準該当居宅サービスの

事業を行う者（以下「指定

居宅サービス事業者等」と

いう。） 

指定地域密着型サービス事業者 

利用者の意思 利用者（指定地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護（指定地域密着型サービス事業

省令第130条第1項に規定する指定地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護をいう。以

下同じ。）の事業にあっては、入所者（指定

地域密着型サービス事業省令第158条に規定

するユニット型指定地域密着型介護老人福祉

施設に係るものにあっては、入居者）。以下

この条において同じ。）の意思 

第3条第3項 指定居宅サービス事業者及

びその指定居宅サービスの

事業を行う事業所の管理者

並びに基準該当居宅サービ

スの事業を行う者及び当該

事業を行う事業所 

指定地域密着型サービス事業者及びその指定

地域密着型サービスの事業を行う事業所（以

下「指定地域密着型サービス事業所」という。）

第3条第4項 指定居宅サービスの事業を

行う事業所及び基準該当居

宅サービスの事業を行う事

業所（以下「指定居宅サー

ビス事業所等」という。） 

指定地域密着型サービス事業所 

第3条第5項 指定居宅サービス事業者等 指定地域密着型サービス事業者 

省令の規定（規則で定める

ものに限る。） 

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備

及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省

令第34号。以下「指定地域密着型サービス事

業省令」という。）第9条第2項、第25条第2項

（省令第37条の3及び第40条の16において準
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用する場合を含む。）、第50条第2項、第118

条第6項、第137条第6項及び第162条第8項の規

定 

第3条第6項 指定居宅サービス事業者等 指定地域密着型サービス事業者 

省令の規定（規則で定める

ものに限る。） 

指定地域密着型サービス事業省令第3条の30

第4項、第15条第4項、第30条第3項（指定地域

密着型サービス事業省令第37条の3、第40条の

16、第61条、第88条及び第182条において準用

する場合を含む。）、第103条第3項、第126条

第4項、第149条第3項及び第167条第4項 

指定居宅サービス事業所等 指定地域密着型サービス事業所 

第3条第7項 指定居宅サービス事業所等 指定地域密着型サービス事業所 

第3条第8項 指定居宅サービス事業者等 指定地域密着型サービス事業者 

第3条第8項第2号及び第3

号 

指定居宅サービス事業所等 指定地域密着型サービス事業所 

第3条第9項 指定居宅サービス事業者等

（規則で定める 

指定地域密着型サービス事業者（指定地域密

着型サービス事業省令第19条に規定する指定

地域密着型通所介護の事業、指定地域密着型

サービス事業省令第37条の2に規定する共生

型地域密着型通所介護の事業、指定地域密着

型サービス事業省令第41条に規定する指定認

知症対応型通所介護の事業、指定地域密着型

サービス事業省令第62条に規定する指定小規

模多機能型居宅介護の事業、指定地域密着型

サービス事業省令第89条に規定する指定認知

症対応型共同生活介護（以下「指定認知症対

応型共同生活介護」という。）の事業、指定

地域密着型サービス事業省令第109条第1項に

規定する指定地域密着型特定施設入居者生活

介護（以下「指定地域密着型特定施設入居者

生活介護」という。）の事業、指定地域密着

型介護老人福祉施設入所者生活介護の事業又

は指定地域密着型サービス事業省令第170条

に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護
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の 

特定指定居宅サービス事業

者等 

特定指定地域密着型サービス事業者 

第3条第10項 特定指定居宅サービス事業

者等 

特定指定地域密着型サービス事業者 

第3条第11項 特定指定居宅サービス事業

者等 

特定指定地域密着型サービス事業者 

省令第16条 指定地域密着型サービス事業省令第3条の15 

規則で定める事業にあって

は、規則で定める計画 

指定認知症対応型共同生活介護の事業にあっ

ては指定地域密着型サービス事業省令第98条

第3項の規定により作成される認知症対応型

共同生活介護計画、指定地域密着型特定施設

入居者生活介護の事業にあっては地域密着型

特定施設サービス計画、指定地域密着型介護

老人福祉施設入所者生活介護の事業にあって

は地域密着型施設サービス計画 

居宅サービス（ 地域密着型サービス（ 

第3条第12項及び第13項 特定指定居宅サービス事業

者等 

特定指定地域密着型サービス事業者 

（指定介護老人福祉施設に関する条例の規定の技術的読替え） 

第１５条 条例第１３条第２項の規定による条例の規定の準用についての技術的読替えは、次表のと

おりとする。 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

第3条第2項 利用者の意思 入所者（ユニット型指定介護老人福祉施設（指

定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に

関する基準（平成11年厚生省令第39号。以下

「指定介護老人福祉施設省令」という。）第

38条に規定するユニット型指定介護老人福祉

施設をいう。以下同じ。）にあっては、入居

者。以下この条において同じ。）の意思 

利用者の立場 入所者の立場 

第3条第3項 指定居宅サービス事業者及

びその指定居宅サービスの

事業を行う事業所の管理者

指定介護老人福祉施設の設置者及び 
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並びに基準該当居宅サービ

スの事業を行う者及び当該

事業を行う事業所の 

第3条第5項 省令の規定（規則で定める

ものに限る。）による評価 

指定介護老人福祉施設省令第11条第6項の規

定による評価（ユニット型指定介護老人福祉

施設にあっては、指定介護老人福祉施設省令

第42条第8項の規定による評価） 

第3条第6項 省令の規定（規則で定める

ものに限る。）に規定する

研修 

指定介護老人福祉施設省令第24条第3項に規

定する研修（ユニット型指定介護老人福祉施

設にあっては、指定介護老人福祉施設省令第

47条第4項に規定する研修） 

指定居宅サービス事業所等 指定介護老人福祉施設 

第3条第7項 利用者 入所者 

第3条第9項及び第10項 利用者 入所者 

第3条第11項 省令第16条に規定する居宅

サービス計画（規則で定め

る事業にあっては、規則で

定める計画） 

施設サービス計画 

居宅サービス（ 介護福祉施設サービス（ 

第3条第12項 特定事業を行う事業所 指定介護老人福祉施設 

利用者 入所者 

当該事業所 当該指定介護老人福祉施設 

第3条第13項 特定事業を行う事業所 指定介護老人福祉施設 

当該事業所 当該指定介護老人福祉施設 

（介護老人保健施設に関する条例の規定の技術的読替え） 

第１６条 条例第１４条第２項の規定による条例の規定の準用についての技術的読替えは、次表のと

おりとする。 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

第3条第2項 利用者の意思 入所者（ユニット型介護老人保健施設（介護

老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運

営に関する基準（平成11年厚生省令第40号。

以下「介護老人保健施設省令」という。）第

39条に規定するユニット型介護老人保健施設

をいう。以下同じ。）にあっては、入居者。
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以下同じ。）の意思 

利用者の立場 入所者の立場 

第3条第3項 指定居宅サービス事業者及

びその指定居宅サービスの

事業を行う事業所の管理者

並びに基準該当居宅サービ

スの事業を行う者及び当該

事業を行う事業所の 

介護老人保健施設の設置者及び 

第3条第5項 省令の規定（規則で定める

ものに限る。）による評価 

介護老人保健施設省令第13条第6項の規定に

よる評価（ユニット型介護老人保健施設にあ

っては、介護老人保健施設省令第43条第8項の

規定による評価） 

第3条第6項 省令の規定（規則で定める

ものに限る。）に規定する

研修 

介護老人保健施設省令第26条第3項に規定す

る研修（ユニット型介護老人保健施設にあっ

ては、介護老人保健施設省令第48条第4項に規

定する研修） 

指定居宅サービス事業所等 介護老人保健施設 

第3条第7項 利用者 入所者 

第3条第9項及び第10項 利用者 入所者 

第3条第11項 省令第16条に規定する居宅

サービス計画（規則で定め

る事業にあっては、規則で

定める計画） 

施設サービス計画 

居宅サービス（ 介護保健施設サービス（ 

第3条第12項 特定事業を行う事業所 介護老人保健施設 

利用者 入所者 

当該事業所 当該介護老人保健施設 

第3条第13項 特定事業を行う事業所 介護老人保健施設 

当該事業所 当該介護老人保健施設 

（介護医療院に関する条例の規定の技術的読替え） 

第１７条 条例第１５条第２項の規定による条例の規定の準用についての技術的読替えは、次表のと

おりとする。 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

第3条第2項 利用者の意思 入所者（ユニット型介護医療院（介護医療院
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の人員、施設及び設備並びに運営に関する基

準（平成30年厚生労働省令第5号。以下「介護

医療院省令」という。）第43条に規定するユ

ニット型介護医療院をいう。以下同じ。）に

あっては、入居者。以下同じ。）の意思 

利用者の立場 入所者の立場 

第3条第3項 指定居宅サービス事業者及

びその指定居宅サービスの

事業を行う事業所の管理者

並びに基準該当居宅サービ

スの事業を行う者及び当該

事業を行う事業所の 

介護医療院の設置者及び 

第3条第5項 省令の規定（規則で定める

ものに限る。）による評価 

介護医療院省令第16条第7項の規定による評

価（ユニット型介護医療院にあっては、介護

医療院省令第47条第9項の規定による評価） 

第3条第6項 省令の規定（規則で定める

ものに限る。）に規定する

研修 

介護医療院省令第30条第3項に規定する研修

（ユニット型介護医療院にあっては、介護医

療院省令第52条第4項に規定する研修） 

指定居宅サービス事業所等 介護医療院 

第3条第7項 利用者 入所者 

第3条第9項及び第10項 利用者 入所者 

第3条第11項 省令第16条に規定する居宅

サービス計画（規則で定め

る事業にあっては、規則で

定める計画） 

施設サービス計画 

居宅サービス（ 介護医療院サービス（ 

第3条第12項 特定事業を行う事業所 介護医療院 

利用者 入所者 

当該事業所 当該介護医療院 

第3条第13項 特定事業を行う事業所 介護医療院 

当該事業所 当該介護医療院 

（条例第１８条第１項の規則で定めるもの） 

第１８条 条例第１８条第１項の規則で定めるものは、指定地域密着型介護予防サービスの事業の人

員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の
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方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３６号）第４０条第２項、第６３条第２項及び第８

４条第２項の規定とする。 

（指定地域密着型介護予防サービスの事業に関する条例の規定の技術的読替え） 

第１９条 条例第１８条第２項の規定による条例の規定の準用についての技術的読替えは、次表のと

おりとする。 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

第3条第2項 指定居宅サービス事業者及

び基準該当居宅サービスの

事業を行う者（以下「指定

居宅サービス事業者等」と

いう。） 

指定地域密着型介護予防サービス事業者 

第3条第3項 指定居宅サービス事業者及

びその指定居宅サービスの

事業を行う事業所の管理者

並びに基準該当居宅サービ

スの事業を行う者及び当該

事業を行う事業所 

指定地域密着型介護予防サービス事業者及び

その指定地域密着型介護予防サービスの事業

を行う事業所（以下「指定地域密着型介護予

防サービス事業所」という。） 

第3条第4項 指定居宅サービスの事業を

行う事業所及び基準該当居

宅サービスの事業を行う事

業所（以下「指定居宅サー

ビス事業所等」という。） 

指定地域密着型介護予防サービス事業所 

第3条第5項 指定居宅サービス事業者等 指定地域密着型介護予防サービス事業者 

省令の規定（規則で定める

ものに限る。） 

指定地域密着型介護予防サービスの事業の人

員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護

予防サービスに係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労

働省令第36号。以下「指定地域密着型介護予

防サービス事業省令」という。）第41条第2項

の規定 

第3条第6項 指定居宅サービス事業者等 指定地域密着型介護予防サービス事業者 

省令の規定（規則で定める

ものに限る。） 

指定地域密着型介護予防サービス事業省令第

28条第3項（指定地域密着型介護予防サービス

事業省令第64条において準用する場合を含
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む。）及び第80条第3項 

指定居宅サービス事業所等 指定地域密着型介護予防サービス事業所 

第3条第7項 指定居宅サービス事業所等 指定地域密着型介護予防サービス事業所 

第3条第8項 指定居宅サービス事業者等 指定地域密着型介護予防サービス事業者 

第3条第8項第2号及び第3

号 

指定居宅サービス事業所等 指定地域密着型介護予防サービス事業所 

第3条第9項 指定居宅サービス事業者等

（規則で定める事業のいず

れかに該当する事業（以下

「特定事業」という。）を

行う者に限る。以下「特定

指定居宅サービス事業者

等」という。） 

指定地域密着型介護予防サービス事業者 

第3条第10項 特定指定居宅サービス事業

者等 

指定地域密着型介護予防サービス事業者 

第3条第11項 特定指定居宅サービス事業

者等 

指定地域密着型介護予防サービス事業者 

省令第16条に規定する居宅

サービス計画（規則で定め

る事業にあっては、規則で

定める計画 

指定地域密着型介護予防サービス事業省令第

19条に規定する介護予防サービス計画（指定

地域密着型介護予防サービス事業省令第43条

に規定する指定介護予防小規模多機能型居宅

介護の事業にあっては指定地域密着型介護予

防サービス事業省令第44条第10項に規定する

指定介護予防サービス等の利用に係る計画及

び介護予防小規模多機能型居宅介護計画、指

定地域密着型介護予防サービス事業省令第69

条に規定する指定介護予防認知症対応型共同

生活介護の事業にあっては指定地域密着型介

護予防サービス事業省令第87条第2号の規定

により作成される介護予防認知症対応型共同

生活介護計画 

居宅サービス（ 地域密着型介護予防サービス（ 

第3条第12項及び第13項 特定指定居宅サービス事業

者等 

指定地域密着型介護予防サービス事業者 
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特定事業を行う事業所 指定地域密着型介護予防サービス事業所 

当該事業所 当該指定地域密着型介護予防サービス事業所 

第10条第3項 前2項 第18条第1項及び同条第2項において読み替え

て準用する第3条第2項から第8項まで 

第78条の2第1項 第115条の12第1項 

係る指定地域密着型サービ

ス事業基準 

係る法第115条の12の2第1項第1号の条例で定

める基準及び員数並びに同項第2号の条例で

定める基準並びに法第115条の14第1項の条例

で定める基準及び員数並びに同条第2項の条

例で定める基準（以下これらを「指定地域密

着型介護予防サービス事業基準」という。） 

定める指定地域密着型サー

ビス事業基準 

定める指定地域密着型介護予防サービス事業

基準 

（地域包括支援センターに関する条例の規定の技術的読替え） 

第２０条 条例第２０条第４項の規定による条例の規定の準用についての技術的読替えは、次表のと

おりとする。 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

第3条第3項 指定居宅サービス事業者及びそ

の指定居宅サービスの事業を行

う事業所の管理者並びに基準該

当居宅サービスの事業を行う者

及び当該事業を行う事業所の管

理者 

地域包括支援センターの設置者及びその

長 

付 則 

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

付 則（平成２７年３月３１日規則第２２号） 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

付 則（平成２８年３月３０日規則第１６号） 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

付 則（平成２８年１０月３１日規則第６１号） 

この規則は、平成２８年１１月１日から施行する。 

付 則（平成３０年１０月３１日規則第  号） 

この規則は、平成３０年１１月１日から施行する。 


